
　　　　　　年　　月　　日

富里市長　様

業務名　富里市自立生活支援業務

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

※別紙１、２、３、４、５の各業務を合算したものとすること。
※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

備品購入費

負担金

委託料

使用料及び賃借料

需用費

役務費

旅費

賃金

報酬

報償費

職員手当等

共済費

給料

見積書

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳



業務別内訳書（自立相談支援業務） 別紙１

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

※給料、職員手当等、共済費については、職員数が把握できるようにすること。

※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

負担金

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）

使用料及び賃借料

備品購入費

保険料

委託料

通信運搬費

手数料

修繕料

役務費

印刷製本費

光熱水費

燃料費

会議費

需用費

消耗品費

旅費

賃金

報酬

報償費

職員手当等（計　　名）

共済費（計　　名）

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳

給料（計　　名）



業務別内訳書（被保護者自立相談支援業務） 別紙２

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳

給料（計　　名）

職員手当等（計　　名）

共済費（計　　名）

報酬

報償費

旅費

賃金

需用費

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

役務費

通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

※給料、職員手当等、共済費については、職員数が把握できるようにすること。

※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

負担金

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）



業務別内訳書（就労準備支援業務） 別紙３

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

※給料、職員手当等、共済費については、職員数が把握できるようにすること。

※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

負担金

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）

使用料及び賃借料

備品購入費

保険料

委託料

通信運搬費

手数料

修繕料

役務費

印刷製本費

光熱水費

燃料費

会議費

需用費

消耗品費

旅費

賃金

報酬

報償費

職員手当等（計　　名）

共済費（計　　名）

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳

給料（計　　名）



業務別内訳書（被保護者就労準備支援業務） 別紙４

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳

給料（計　　名）

職員手当等（計　　名）

共済費（計　　名）

報酬

報償費

旅費

賃金

需用費

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

役務費

通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

※給料、職員手当等、共済費については、職員数が把握できるようにすること。

※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

負担金

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）



業務別内訳書（家計改善支援業務） 別紙５

委託期間　令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日

※給料、職員手当等、共済費については、職員数が把握できるようにすること。
※各項目に記載する金額はすべて年額とすること。

負担金

合計
年額 円

（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）

使用料及び賃借料

備品購入費

保険料

委託料

通信運搬費

手数料

修繕料

役務費

印刷製本費

光熱水費

燃料費

会議費

需用費

消耗品費

旅費

賃金

報酬

報償費

職員手当等（計　　名）

共済費（計　　名）

【法人名】

対象経費 支出予定額（円） 積算内訳

給料（計　　名）


